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－ 45 － 
＜はじめに＞ 
 
株式会社ニコン（旧名日本光学工業株式会社）は 1917 年設立から 2017 年 7 月 25 日に創立
100 周年を迎えた。【注 1】 






業務を行ってきた。終戦の 1945 年 8 月 15 日をもって軍需製品の生産を完全に停止して壊滅的










りキャノンと並ぶ世界的な 2 大企業として成長を遂げてきたのである。 








1960 年代ドイツのケルン市で開催されたフォトキナ、ショーPhotokina Show において西ド
イツの有力なカメラ、フィルム産業のライカ Leica、ツアイス Zeiss、アグファ Agfa、および





現在 2013 年統計でも日本の製造業の「GDP に占める製造業比率の主要国比較」で見ると日
本の製造業は 18.8％でドイツは 22.2％、アメリカ 12.1％、中国 29.9％、韓国（31.1％）と並
んで世界市場で重要な役割を有している。 
また製造業での就業者の比較でも中国、韓国、ドイツに並んで 16.9％を占めている。 














【図表 3】経済財政白書 2017 年第 1－1－2 図世界貿易と我が国の輸出動向 
〈3〉付加価値からみた輸出（製造業） 











第 1章 株式会社ニコンの歩み 
 
 軍需産業の一環の総合光学産業として設立された日本光学工業株式会社は第 2 次大戦後軍需
そのものが消失してその経営構造が崩壊し戦後新たに民需産業として光学、精密機器産業への
大転換を行なって大成長を遂げてきたのである。  
いかにして軍需から民需への転換をしたかを＜ニコン 75 年史＞及び最新版 2017 年の 100
周年プロジェクト室編最新版、＜光の肖像＞などを参考資料として追究することにしよう。 
 












































岩城硝子の一部事業部門、藤井レンズ製作所等を吸収合併して 1917 年（大正 7 年）日本光
学工業株式会社が設立される。さらに岩城硝子製作所の探照灯反射鏡工場の買収を行ない翌年
1918 年〈大正 7 年〉大井製作所工場が完成され、本社となる。 






総合光学機器産業の育成発展のために 1918 年（大正７年）第 1 次世界大戦でのドイツの降
伏後、ドイツ国内での光学関係技術者の失業という事情もあり、1918 年（大正 8 年）取締役
藤井龍蔵はドイツのベルリン大学に留学経験もあるのでドイツに出張して独自にドイツ人技術
者 8 名を個別面接して採用し技術顧問として 5 年契約で招聘する。 
これによりドイツの技術である基礎、応用、現場での技術など具体的に技術導入を図るのであ
る。次のとおりの技術顧問が招聘された。 
光学レンズ学設計については Dr. Max Lange、〈1923 年病気で客死〉 
機械技術については Mr. Ernst Bernick、 
一般設計製図については Mr. Heinrich Acht、 
光学計算については Mr. Hermann Dillmann、 
一般設計製図については Mr. Otto Stange〈1924 年病気で客死〉 
レンズ研磨については：Mr Adorf Sadtler, Mr. Karl Weise 
プリズム平面研磨については Mr. Albert Ruppert である。 
大井製作所構内にドイツ人技術者のための社宅を建設用意して技術指導を受けドイツの最新
の光学、精密産業の技術を導入したのである。 





















料となる。写真用レンズ、ニッコール【Nikkor】の開発に成功し 1931 年（昭和 6 年）登録商
標を出願し、翌年登録される。そしてこのニコンレンズが現在でも＜Nikkor Lens>として世界
的に有名となっている。 
1937 年（昭和 12 年）日中戦争勃発以降 1938 年（昭和 13 年）国家総動員法で民需産業縮小
から軍需産業の積極的推進で光学兵器の増産が国家の至上命令として戸塚工場、川崎工場、塩
尻工場、大宮硝子工場と大規模な工場建設で生産拠点が拡大し推進した。 




社が資本金 200 万円で 1938 年（昭和 13 年）設立され 1939 年（昭和 15 年）操業開始する。 
1942 年（昭和 17 年）頃には従業員 100 名近くまで成長する。主にオリオン双眼鏡を生産す
る。建屋は 12,540 ㎡であった。 
1946 年（昭和 21 年）終戦後の残務整理の後解散することになる。 
工場の土地と建物は 1948 年（昭和 23 年）に中華民国生産管理局によって競売に付せ有
られた。【注 9】 
満州光学の閉鎖後に中国の重要な製造業の技術者などの人的資産となる。中国を引き揚げた
技術者の中の鎌倉泰蔵は 1941 年（昭和 16 年）満州光学に製造課長として単身赴任し、1944
年従業員 3000 人の製造部長として日本への出張中に終戦となる。帰国後朝鮮戦争開始後の









売上高は陸軍と海軍向けの売上がほとんどで、当期利益は終戦直前の第 54 期昭和 19 年 3 月
期が最大の 4561 千円の数値、総資産は 237,849 千円を計上している。【注 11】 
終戦直前の会社概況を調べると会社業績の推移は第 55 期（昭和 19 年 9 月期）売上高は陸軍
18,937 千円、海軍 28,971 千円一般 295 千円合計 48,203 千円を計上し圧倒的な軍需品商売で
あることが分かる。利益は 5577 千円を計上する。 
昭和 19 年度の売上高は 1 億 100 万円〈18 年 5 月―19 年 3 月と比べ月平均 59.3％増〉とな
り当期利益も 1,100 万円（同 19，8%増）を記録した。【注 12】 
 
－ 53 － 
 
【図表 5】表 2-11、業績の推移 ＜ニコン 75 年史 P69＞ 
 
  










のである。しかし第 56 期（昭和 20 年 3 月期）では売上高 53,040 千円、第 57 期（昭和 20 年
9 月期）では売上高 36,037 千円を計上する。当期利益は損失を計上している。 
品目別売上構成比は軍需品で圧倒的に占められている。 
   
第 3節 軍需品生産から民需品生産による復興への道 
1945 年（昭和 20 年）8 月 15 日時点では最大の売り上げと２5,000 人の従業員数であるが、
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【図表 8】P95 表 2-20 製作所と工場と主要品目一覧（昭和 20 年 8月 15 日現在） 
 
1931 年（昭和 6 年）から 1945 年（昭和 15 年）間での 15 年にわたる戦時体制は終了するが、
















































当初から高級機種開発の気概があったという。二コンは M 型シリーズ。S 型シリーズと開発




1951 年 9 月には早くも写真愛好家がニッコールクラブを結成してニコンの社内に組織して
写真を撮る喜びを共にした。 
カメラを発売してから 5 年目でニッコールクラブは、当時の長岡正男社長と写真家三木淳が



























社名が 1988 年 NCI【Nikon Corporate Identity】＜企業理念体現化活動＞で Nippon 




企業イメージの改革運動は世間の流れよりも遅れながらも C.I 活動を展開して来た。 




第 3章 光学総合産業から半導体製造装置を包含する精密機器産業への飛躍 
 






１）昭和 29 年；1954 年ごろニコン社内ではニコン M 型シリーズから S 型シリーズへ変換
中（12 月新発売）で、朝鮮戦争中であった。ドイツ製カメラはライカ M3 が 4 月に発売された
ので、それに対抗するために急遽社内では 5 月に設計変更してそれに対抗すべく懸命の努力で
ニコン S2 として 12 月に完成させアメリカに輸出することができた。 
ドイツのケルンでのフォトキナショーで実物を目にしてニコンの設計者らはその後昭和 32
















－ 61 － 
当時ニコン社内には電気電子技術者はほとんどいなかったが、工場では各自、終業時間後も
自発的に技術開発についてグループ活動で鋭意研究を重ねて電子カメラの基礎である CCD の
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なり進捗したが、最終的にはそれに見合ったフィルム側での開発力に限界が出てきたために富
























ハネウェル社はニコンから約 57 億円、キャノンからは約 70 億円、オリンパスからは約 42
億円、ペンタクスからは約 25 億円など 14 社から合計約 400 億円以上の和解金を受け取ったと
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この部門につては第６章事例研究第 3 節ニコン熊谷製作所において別途述べることにする。 
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「日本光学製品の民間貿易ルートを通じての輸出は 1949 年双眼鏡からスタートした。 


























基本的には輸出取引先は一国一代理店 Exclusive Distributor Agreement（独占的輸入販売業





アメリカに Nikon Optical Co.,Inc.＜現 Nippon Kogaku (USA) Inc.＞1958 年の設立、欧州


















第 1 段階 ニコン（製造業者）―輸出商社―現地日系輸入商社―、 
現地特約店 Distributor--小売店―顧客 
第 2 段階 ニコン（製造業者）―現地特約店――小売店――顧客 
第 3 段階 ニコン（製造業者）―アメリカ、欧州総合輸入販売在庫拠点、現地法人設立 
―各国現地特約店―小売店――顧客 
第 4 段階 ニコン．製造業者―主要国の現地法人-―小売店―――顧客 
―現地特約店―――小売店―――顧客 
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1991年タイ工場設立Nikon（Thailand）Co.、Ltd、中国生産は2002年Nikon Imaging (China) 
Co., Ltd、尼康光学儀器（中国）有限公司そして Nikon Lao Co., Ltd. カメラで遅ればせなが
ら展開するが、2017 年 10 月 30 日中国でのカメラ生産工場の操業停止閉鎖撤退が決議された。
コンパクトデジタルカメラの市場がスマートフォンの台頭により急速に縮小したことにより、
その稼働率の存続を困難にさせたことがその理由である。 
中国工場は最高時 2010 年 12 月期生産台数約 876 万台、最高従業員 8376 人〈2011 年 12 月〉
直近の生産台数 175 万台〈2016 年度実績〉2268 人の従業員である。【注 25】 
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【図表 11】広報 2017 年 10 月 30 日 








大井製作所は昭和 63 年 12 月にはカメラ製造部カメラ課は廃止となり、カメラ組み立て職場は
消滅する。 
平成元年 7 月カメラ製造部はカメラ製造管理部と改称する。 














経済財政白書 2017 年版によると製造業の海外生産率は 2105 年度では 25%に届き、上昇を
続けている。 
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【図表 12】第 1－1－3図経常収支の動向〈4〉海外生産比率 




【図表 13】 第 3－1－8図対外直接投資が生産性に与える効果 （１）TFT の推移 
 
対外直接投資が生産性を経年ごとに上昇を続けている。 
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【図表 14】ニコン会社案内 2017 年 P,22 
 
カメラ関係の海外生産については平成 2 年 1990 年 NIKON (Thailand) Co., Ltd 設立タイ工



























第 6章 事例研究 
 








昭和 46 年 1971 年 6 月 29 日株式会社仙台ニコン設立することになった。 
当初の設立目的は医療関係製品のための工場設立と言われていたが、最終的にはカメラ関係







ルカメラ E2 を 1995 年生産、1996 年には最高級一眼レフカメラ機種 F5 の生産を行うレベル
までに至る。1999 年にはデジタル一眼レフカメラ、ニコン D1 の生産開始をする。 
－ 75 － 
３）半導体製造装置の一部生産工場 
2000 年以降半導体製造装置関係の生産を行うことになり、液晶ディスプレイ露光装置
FX-701 の生産、2003 年同製品 FX－801 生産出荷、220４年半導体露光装置 NSR―S308F 温
調機の出荷と半導体製造装置生産の需要な役割を担うまでに成長する。 











1997 年 9 月 24 日の東京大学経済学部新宅純二郎教授とそのゼミナール学生に同行して仙台
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６）仙台ニコンの歩みの到達点 















７）2011 年 3 月 11 日の東北大震災では名取市の仙台工場は津波による大被害で操業停止とな
る。さらにニコンタイランドの工場も１０月６日モンスーン期の大洪水で大被害を受け操業
停止となり、ニコンのカメラ関係の生産工場は二重の大被害を受ける。しかし相互に救援し
あいながら本社の緊急対策本部の陣頭指揮で半年後には操業開始に漕ぎつける。【注 28】  
 
第 2節 光ガラス株式会社 
1962 年光ガラスが千葉県の光学会社から独立して千葉県四街道市に会社設立して光ガラス
は 2012 年創立 50 周年記念を迎える。光学ガラスの製造を開始してから 2004 年ニコングルー
プの完全子会社となる。2014 年湯沢市に秋田県に本社を移転する。 
ガラス素材、硝子材料の製造、レンズのプレス加工と各種の光学ガラスの需要に応えながら





時代から連続熔解技術が実現して 1992 年光ガラスに導入される。 
－ 78 － 















【売上高】2015 年現在の売上高約 70 億円、 























世界市場での競合相手はドイツマインツ市のショット Shott 社、 
中国成都市の光明光電信息有限公司 
英国のチャンス Chance Pilkinton（フランス資本に買収後、日本板硝子の子会社）である。 
日本の光学ガラスは 1960 年代にドイツを追い越す。日本と中国の光明で世界市場の 8 割以
－ 80 － 
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【図表 16】磯部資料【工程表】1/3 枚 
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【図表 16】磯部資料【工程表】2/3 枚 
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【図表 16】磯部資料【工程表】3/3 枚 
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環境対策としての公害処理設備投資に 2 億円以上の投資をしている。 
素材から砂状原料まで 10 日間、硝子材料まで 3－4 か月の仕掛時間がかかる。 
第 4 工程 ダイヤモンドカッターで切断して、手切切断からバレル工程に移り、瑪瑙石を混
在さて回転バレルで振動させながら丸める。小さい硝子の場合はセラミックの
ボール、等使いバレルさせて角を取る。全品検査に回すが良品率８０％である。 
第 5 工程 プレス工程 ＢＮ窒化硼素を表面にまぶす、離型剤をつけて 3 穴の鋳型にガラス
を入れて炉で加熱する、自動プレス機 4 台で 700℃―800℃でプレスする。 














＜追記＞磯部司郎社長の学習院大学経済学部での特別講義〈2005 年 12 月 9 日、2007 年 1










1975 年機器事業部を光機事業部と精器事業部に分離する。ステッパー第 1 号機 SR－1 完成
する。1982 年横浜製作所にステッパー専用工場が完成する。 
1984 年熊谷製作所が完成する。1983 年福岡成忠社長、1997 年吉田庄一郎社長、嶋村輝郎社
長、苅谷道郎社長、そして現在の牛田一雄社長と精機事業出身の社長がカメラ事業出身の小野
茂夫社長、木村真琴社長を除いて続いている。 
2014 年精機事業が半導体装置事業部と FPD 装置事業部に分割される。 
２）現在に至るまでの精機事業についてその開発の歴史 
1962年第 1設計部第 1設計課長脇本善司がウルトラマイクロニッコールレンズ 105mmF2.5
を完成さる。ウルトラマイクロニッコールレンズの高解像レンズと精密機械の基礎技術、干渉
計技術、光電センサーを統合する電子技術とソフトウェアー技術を結合させて、1978 年ステッ



































【開設】 1985 年 1 月 
【生産品目】 半導体露光装置 NSR シリーズ 
【従業員】 2016 年現在 2370 人 
装置の構成のチャンバー内の投影レンズとウェハステージ、アライメントシステムがニコン
の独自で開発した最高技術であると説明される。 

















第 4 節 マミヤ写真光機の後継会社の＜Phase ONE Japan＞ 
かつてマミヤ写真光機という会社があった。この会社は 6x6 版のマミヤシックスを生産して
1960 年代には有名であった。その後中判カメラでプロカメラマンの間で知られていたが、 
マミヤ、デジタル、イメージング株式会社が 2015 年カメラ部門を吸収され Phase One Japan
となった。資本金 9500 万円。従業員約 80 名で長野県佐久市市原に所在して 2015 年から業務
展開している。 
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ンビジョンが 2001 年 4 月設立された。 
資本金 3 億円 
所在地 品川区二葉 1 丁目 3 番 25 号  
初年度売上金 約 60 億円 
従業員数 45 名 
取扱製品 各種双眼鏡、望遠鏡、ルーペ、簡易携帯距離計、ライフルスコープ、野外携帯




牛田一雄社長時代に入ると 2014 年コンパニー制は廃止されて事業部制へ復帰する。 
それによりニコビジョンは映像事業部の傘下に組み込まれることになった。 
現在の売上高は事業室発足時の約 35 億円から 2016 年には 130 億円近くまでになっている























第 6章 まとめ 
 
株式会社ニコンの創業から100周年記念を迎えるにあたりこの会社の企業力とは何かを考察
－ 90 － 
してみる。 






































































1994 年―2011 年 学習院大学経済学部経営学科講師 
【国際経営比較文化論】【精密機器産業論】 
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